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第２次いのち支える“ふじのくに”自殺総合対策行動計画の概要 
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自殺者数・自殺死亡率の経年推移

静岡県男性 静岡県女性 県自殺率 全国自殺率
資料： 人口動態統計

自殺死亡率
（ 人）

532 527 551 559 793 784 740 781 772 786 762 814 790 804 781 804 854 832 751 759 674 682 602

 

年代別自殺者数の推移
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第１章 計画策定の趣旨等 

１ 計画策定の趣旨  

地域レベルの実践的な

取組による生きること

の包括的な支援として

その拡充を図り、更に総

合的かつ効果的に推進

するため、今後更に取り

組むべき課題は何かと

いう視点で策定 

３ 計画の期間  

・2017 年度から 2021 年度までの５年間（国の大綱の期間と同じ） 

４ 目標  

・目指すべき姿「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」 

・成果指標「2021 年までに自殺者数を 500 人未満まで減少させる」 

（大綱の目標を踏まえ、急増する1998年以前の自殺者数を下回る目標） 

２ 計画の位置づけ  

・改正自殺対策基本法第３条及び第 13 条の規定に基づき策定 

・「静岡県総合計画」の分野別計画で、静岡県が取り組むべき自殺対策の

行動計画として策定 

第２章 静岡県における自殺の現状と課題 

（１）自殺者数・自殺死亡率の状況 

・本県の自殺者数は、2011 年以降減少傾向にある 

・年代別自殺者数では、30 歳代以下の若年層の自殺者数が占める割合が増えており、かつ、年齢階級別

の死因順位では、30 歳代以下では自殺が第１位 

⇒若年層の自殺対策を更に推進する必要がある。 
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職業別自殺者数の推移
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資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省・自殺統計）  

 

自殺者数の手段別構成割合
（静岡県／2009‐2016年計）
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自殺者数の場所別構成割合
（静岡県／2009‐2016年計）
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52分類要因 割合 52分類要因 割合

1位 病気の悩み・影響（うつ病） （健康問題） 23.0 1位 病気の悩み・影響（うつ病） （健康問題） 44.3

2位 病気の悩み・影響（身体の病気） （健康問題） 20.9 2位 病気の悩み・影響（身体の病気） （健康問題） 23.2

3位 生活苦 （経済・生活問題） 9.0 3位 病気の悩み・影響（統合失調症） （健康問題） 6.9

4位 負債（多重債務） （経済・生活問題） 7.4 4位 病気の悩み（その他の精神疾患） （健康問題） 6.8

5位 事業不振 （経済・生活問題） 6.3 5位 生活苦 （経済・生活問題） 4.9

6位 負債（その他） （経済・生活問題） 6.3 6位 孤独感 （その他） 4.6

7位 夫婦間の不和 （家庭関係） 6.2 7位 夫婦間の不和 （家庭問題） 4.5

8位 仕事疲れ （勤務問題） 4.7 家族の死亡 （家庭問題）

9位 孤独感 （その他） 4.3 9位 家族の将来悲観 （家庭問題） 4.4

10位 失業 （経済・生活問題） 4.0 10位 親子関係の不和 （家庭問題） 4

詳細原因・動機別自殺者数（2010年～2015年計）

資料：自殺統計原票特別集計

自殺者3,340人のうち原因特定者2,133人の状況

＜男性＞ ＜女性＞

自殺者1,382人のうち原因特定者942人の状況

 

自殺者数の曜日別構成割合
（静岡県／2009‐2016年計）
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自殺者数の時間帯別構成割合
（静岡県／2009‐2016年計）
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自殺者の性別年齢層別自殺未遂歴の有無別構成割合（2010-2015年計）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性若年層

女性若年層

男性中高年層

女性中高年層

男性高齢者層

女性高齢者層

あり なし 不詳  

（２）職業別の状況  

・被雇用者・勤め人、その他の無職者、

年金雇用生活者の順で多い中、被雇用

者・勤め人、その他の無職者は横ばい

で推移 

⇒勤務問題による自殺対策を更に推進

するとともに、失業者等への対応も課

題 

（４）原因・動機別の状況 

・原因・動機別では、健康問題が多くを占め、

中でもうつ病が最も多い 

・自殺の背景には様々な要因が複合的に連

鎖しているとされている 

⇒社会全体で自殺リスクを低下させるこ

とが課題 

（５）曜日、時間帯別の状況 

・休み明けの月曜日や深夜の自殺も発生し

ている 

⇒休日・夜間の相談体制の充実が課題 

（３）同居人の有無、手段、場所別の状況 

・同居人の有無では有り、手段別では首つ

り、場所別では自宅での自殺が多い 

⇒家族など身近な方によるゲートキーパー

の取組が重要 

・家族は自殺の発見者になる可能性もあり、

自死遺族は様々な生活上の困難を抱える

ことがある 

⇒自死遺族支援の充実が課題 

（６）自殺未遂歴別 

・若年層の女性に多い 

⇒自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐこ

とが課題 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省・自殺統計） 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省・自殺統計） 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省・自殺統計） 
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圏域別性別自殺者数・ 自殺死亡率

（ 2009－2016年計)

男性自殺者数 女性自殺者数

男性自殺死亡率 女性自殺死亡率

自殺死亡率（ 人）

静岡県

男性29.6

女性11.8

県男性29.6

県女性11.8
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1,591 67 294 109

2,046 77.8 3.3 14.4 5.3

10代 28 42.9 14.3 42.9 0.0

20代 97 70.1 8.2 23.7 3.1

20代以下　計 125 64.0 9.6 28.0 2.4

30代 126 75.4 7.1 15.1 3.2

40代 158 81.0 3.8 10.1 5.1

50代 129 81.4 2.3 15.5 2.3

60代 162 82.7 2.5 9.3 5.6

70歳以上 227 83.3 0.9 4.8 10.6

60歳以上　計 389 83.0 1.5 6.7 8.5

10代 16 75.0 0.0 25.0 0.0

20代 111 77.5 7.2 16.2 2.7

20代以下　計 127 77.2 6.3 17.3 2.4

30代 155 74.8 3.2 21.3 1.9

40代 200 70.0 4.5 22.0 4.5

50代 172 77.3 1.7 18.6 1.7

60代 203 79.3 2.0 11.8 6.9

70歳以上 262 80.5 0.8 8.4 9.9

60歳以上　計 465 80.0 1.3 9.9 8.6

全　　県
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性

　

年
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年
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（７）二次医療圏域別 

・自殺死亡率では、男女ともに賀茂圏域、熱海伊東圏域が高い 

・年代別・男女別では圏域によりばらつきがある 

⇒地域の実情に合わせ、市町との連携による地域レベルの実践的な取組が課題 

（８）県民意識調査（県政世論調査） 

・本県において自殺したいと思ったこ

とがある割合は 17.7% 

・性別年代別では、10 歳代、20 歳代

において、自殺したいと思ったこと

がある割合が高い 

⇒若年層対策が課題 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省・自殺統計） 

あなたは、これまでの人生の中で、本気で自殺をしたいと考えたことがありますか。

（２と３の両方〇は可）

77.8

63.0

3.3
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静岡県県政世論調査(2017年6月)

厚生労働省国民意識調査(2016年10月)

自殺したいと思ったことがない

最近１年以内に自殺したいと思ったことがある

１年以上前に自殺したいと思ったことがある

無回答



 - 4 -

 

 
 

１ 自殺総合対策の基本理念 

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す 

 
 

２ 自殺総合対策の基本認識 

（１）自殺は、その多くが追い込まれた末の死であり、防ぐことができる死である 

（２）自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている 

（３）地域レベルの実践的な取組をＰＤＣＡサイクルを通じて推進 

 

３ 自殺総合対策の基本方針 

（１）生きることの包括的な支援として推進する 

（２）関連施策との有機的な連携を強化して総合的に取り組む 

（３）対応の段階に応じた対策を効果的に連動させる 

（４）実践と啓発を両輪として推進する 

（５）県、市町、関係団体、民間団体、企業及び国民の役割を明確化し、その連携・協働を推進する 

 
 
４ 静岡県として目指すべき基本的取組 

 
○自殺対策を総合的に推進するとともに、市町や関係機関、ＮＰＯ等の民間団体とも連携して、生き

るための包括的な支援体制づくりを進め、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す。

 
（１）若年層の自殺対策を強化します 

若年層向けの相談窓口の充実や教育委員会との連携により支援の充実を図り、若年層の自殺

対策を更に推進する。 

（２）県、市町、関係機関が一体となって、社会全体で総合的に自殺対策を推進します 

様々な相談窓口が、それぞれの役割を確認し、連携して必要な支援に結びつけることができ

るよう県、市町、関係機関が一体となって、自殺に対応できる地域のネットワークづくりを推

進し、地域レベルの実践的な取組を進める。 

（３）ゲートキーパーによる自殺の早期発見、早期対応を推進します 

県民一人ひとりの気づきと見守りを促すため、身近な人のサインに早く気づき、声をかけ、

話を聞いて、必要な支援につなげていくためのサポーターであるゲートキーパーの養成を進め

る。 

（４）御遺族に対する支援を充実します 

大切な御家族を失った御遺族に対しても、相談窓口の充実や、互いに寄り添い、話を聴き、

想いを受け止め、支えあう自死遺族のつどい（わかちあいの会）を開催するなど支援を充実す

る。 

（５）大規模災害に備えた自殺等の対策を強化します 

今後想定される南海トラフ地震などによる大規模災害時に自殺リスクが高まることに備え、

中長期的かつ広域的な医療救護活動が必要な場合の応援派遣や受援体制を整えるため、災害派

遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の充実と強化を図る。 

第３章 自殺総合対策の基本理念、基本認識、基本方針、基本的取組 
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施策項目 主な取組 

１ 地域レベルの実践的な取組への支援を強化する 

（１）県地域自殺対策推進センターによる市町支援 

 

・自殺に関する統計や先駆的取組等の情報提供 

２ 県民一人ひとりの気づきと見守りを促す 

（１）自殺予防週間、自殺対策強化月間等における啓発事業の実施 

（２）自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識の普及 

（３）うつ病等に関する普及啓発の推進 

（４）児童生徒の自殺対策に資する教育の実施 

（５）職場におけるメンタルヘルス対策の推進 

 

・街頭キャンペーンによる啓発の実施 

・睡眠や心の健康の正しい知識の普及啓発の実施 

・うつ病等の正しい理解促進のための講演会の実施 

・（後述） 

・（後述） 

３ 自殺総合対策の推進に資する調査研究等を推進する 

（１）効果的な自殺対策につながる調査研究の推進 

 

・人口動態統計等による地域の実態を調査・分析 

４ 自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上を図る 

（１）大学や専修学校等と連携した自殺対策教育の推進 

（２）かかりつけ医等の自殺リスク評価及び対応技術等に関する資質の向上

（３）地域保健スタッフ及び産業保健スタッフの資質の向上 

（４）介護支援専門員等に対する研修の実施 

（５）民生委員・児童委員等への研修の実施 

（６）社会的要因に関連する相談員の資質の向上 

（７）遺族等に対する支援者等の資質の向上 

（８）様々な分野でのゲートキーパーの養成 

（９）自殺対策従事者の心のケアの推進 

 

・専門家養成大学等と連携した自殺対策教育の推進 

・かかりつけ医等を対象とした研修会の開催 

・職域保健従事者を対象とした研修会の開催 

・介護支援専門員等を対象とした研修会の開催 

・民生委員等を対象とした研修会の開催 

・相談窓口や社会復帰施設等の職員を対象とした研修会の開催

・自死遺族と接する機会の多い行政職員等の資質向上

・各種団体等を対象としたゲートキーパー養成研修会の開催

・従事者自身の心の健康への配慮の必要性の啓発 

５ 心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する 

（１）地域における心の健康づくり推進体制の整備 

（２）家族や知人等における心の健康づくりの推進 

（３）職場におけるメンタルヘルス対策の推進 

（４）学生・生徒等への支援の充実 

（５）大規模災害発生時における被災者の心のケア 

 

・各保健所等における精神保健福祉相談の実施 

・自らの健康を適切に管理・改善していく教育の推進

・（後述） 

・（後述） 

・災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の体制整備 

６ 適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする 

（１）精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動性の向上 

（２）子どもに対する精神保健医療福祉サービスの提供体制の整備

（３）うつ病のスクリーニングの実施 

（４）うつ病以外の精神疾患等によるハイリスク者対策の推進 

（５）がん、難病、慢性疾患患者等に対する支援 

 

・関係機関・関係団体等のネットワークの構築 

・地域の医療・保健・福祉等と連携した支援体制の構築

・健診等から適切な医療機関等へつなげる体制の構築

・アルコール依存症や薬物依存症者への支援強化 

・がん相談支援センター、県難病相談支援センターの利用促進

７ 社会全体の自殺リスクを低下させる 

（１）地域における相談体制の充実と支援策等の分かりやすい発信

（２）多重債務者の相談窓口の充実 

（３）失業者等に対する相談窓口の充実等 

（４）経営者に対する相談事業の実施等 

（５）法的問題解決のための情報提供の充実 

（６）ＩＣＴを活用した自殺対策の強化 

（７）介護者への支援の充実 

（８）ひきこもりへの支援の充実 

（９）児童虐待や高齢者虐待、ＤＶ、性犯罪・性暴力の被害者への支援の充実

（10）生活困窮者への支援の充実 

（11）ひとり親家庭に対する相談窓口の充実等 

（12）妊産婦への支援の充実 

（13）性的マイノリティ(性的少数者)への支援の充実 

（14）相談の多様な手段の確保 

（15）地域における安心支え合い体制の整備 

 

・地域における相談体制の充実やパンフレット等を活用した周知

・法テラス、県弁護士会、県司法書士会等との連携 

・生活保護等の福祉制度の周知及び相談等の実施 

・商工会、商工会議所等が実施する相談事業等への支援

・法テラス等の行う無料法律相談などの情報の提供 

・ＳＮＳやインターネットを活用した相談窓口の周知

・地域包括支援センターの相談支援体制の強化 

・ひきこもり支援センターによる電話相談、来所相談の実施

・各種対応の研修実施や普及啓発、相談窓口を設置 

・生活困窮者自立支援制度の周知及び相談等を実施 

・母子家庭等就業・自立支援センターにおける生活相談

・産後うつ予防のための行政と医療の連携体制を整備

・人権啓発センターを中心に講演会、研修会等の実施

・メール等による相談の実施（いのちの電話） 

・高齢者等の孤立を防止する総合的な取組を推進 

第４章 自殺総合対策のための当面の重点施策 
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８ 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ 

（１）地域の自殺未遂者等支援の拠点機能を担う医療機関の整備 

（２）救急医療施設における精神科医による診療体制等の充実 

（３）家族等の身近な支援者に対する支援 

（４）学校、職場等における事後対応の促進 

 

・地域の自殺未遂者支援の対応力を高める拠点の整備

・医療関係従事者に対する自殺未遂者ケア対策研修会の実施

・自殺未遂者及び家族等に対する精神保健福祉相談の実施

・（後述） 

９ 遺された人への支援を充実する 

（１）遺族のための相談及び自助グループへの支援 

（２）遺族のための情報提供等の推進等 

（３）学校、職場等における事後対応の促進 

（４）遺族等に対応する公的機関の職員の資質の向上 

（５）遺児等への支援 

 

・自死遺族相談会及び自死遺族のつどいの実施 

・相談窓口等を掲載したパンフレットの作成 

・学校における事故等へのこころの緊急支援チームの派遣

・警察官、消防職員等を対象とした研修会の開催 

・（後述） 

10 市町・民間団体との連携を強化する 

（１）地域における連携体制の整備 

（２）市町・民間団体における自殺予防活動等に対する支援 

 

・「自殺対策ネットワーク会議」の開催 

・市町や「いのちの電話」等への支援 

11 子ども・若者の自殺対策を更に推進する 

（１）いじめを苦にした子どもの自殺の予防 

（２）学生・生徒等への支援の充実 

（３）児童生徒の自殺対策に資する教育の実施 

（４）ＳＯＳの出し方に関する教育の推進 

（５）教職員に対する普及啓発等の実施 

（６）子どもへの支援の充実 

（７）若者への支援の充実 

（８）若者の特性に応じたＩＣＴを活用した自殺対策の強化 

 

・「県子どもいじめ防止条例」の周知・啓発 

・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の配置

・長期休業明け等の早期発見・見守り等の取組を推進

・いのちの尊さやＳＯＳの出し方に関する教育の推進

・教職員に自殺予防教育の理解を促進する啓発 

・子どもの貧困対策の推進 

・若者無業者、ひきこもりの支援 

・ＳＮＳやインターネットを活用した相談窓口の周知

12 勤務問題による自殺対策を更に推進する 

（１）長時間労働の是正 

（２）職場におけるメンタルヘルス対策の推進 

（３）ハラスメント防止対策 

 

・過労死・過労自殺の防止を周知啓発 

・労働局、産業保健総合支援センター等との連携 

・県民生活センターによる労働相談の実施 

第５章 推進体制等 

４ 進行管理  

・計画の着実な推進を図るため、施策の実施

状況、目標の達成状況を「静岡県自殺対策

連絡協議会」に報告し、点検・評価を行う

３ 各地域における連携体制  

・各地域で「自殺対策ネットワーク会議」を

開催、地域の自殺の実態を把握し、地域の

事情を踏まえた自殺対策を推進 

２ 関係機関・団体等との連携体制  

・「静岡県自殺対策連絡協議会」を定期的に開催

・総合的な自殺対策の推進 

１ 庁内における連携体制  

・「自殺対策庁内連絡会議」を定期的に開催 

・自殺対策関連事業の実施状況の情報交換、相

互連携 

５ 取組目標  

・第４章各重点施策の取組指標、現状、目標、

関係課の一覧 


